
頻度が低いほど下がっているこ

とがわかりました。 

また、「業務を行ううえで、職

場のツールや備品などの業務環

境が整っているか」の問いに対

しては、「やりがいを感じる」と

回答した社員は、業務環境が「整

っている」が 80.7％と高かった

のに対し、「やりがいを感じな

い」と回答した社員は 31.5％と

低く、業務環境もやりがいに影

響していました。 

テレワークの浸透や働き方の

多様化が進む中、コミュニケー

ションの多寡や職場環境の整備

は、新入社員定着への重要な課

題だと言えるでしょう。 
【マイナビ Biz「新入社員のエンゲージ

メントと職場環境に関する調査 」】 

 

 

就 活 生 の 企 業 選 び と

SDGs～（株）ディスコ調査

結果から 

◆ＳＤＧｓとは？ 
 持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ：Sustainable Development 

Goals）とは、 2015 年９月の

国連サミットで加盟国の全会一

致で採択された、2030 年まで

に達成すべき、持続可能でより

よい世界を目指す国際目標で

す。「持続可能な世界」を実現す

るために進むべき道を具体的に

示した指標であり、17 のゴー

ル・169 のターゲットから構成

されています。発展途上国のみ

ならず、先進国自身が取り組む

ユニバーサル（普遍的）なもので

あり、積極的に取り組む企業も

増えています。 

 

◆ＳＤＧｓへの取組み度合い

と就職志望度の関連 

企業のＳＤＧｓへの取組み

は、人材採用の面にも影響があ

るのでしょうか。 

就職志望度と関連についての

調査があります（※）。それによ

ると、ＳＤＧｓに積極的に取り

組んでいることが、その企業へ

の志望度に「影響する」と回答し

た学生は、「とても影響する（志

望度が上がる）」「やや影響する」

を合わせて４割を超えており

（計 41.2％）、就活生の社会貢

献への関心の高さがうかがえま

す。 

 

◆入社予定企業が取り組める

と思うもの 
同調査によると、入社予定企

業が貢献できると思う項目とし

ては、「産業と技術革新の基盤を

つくろう」（47％）「働きがいも

経済成長も」（46.1％）が圧倒的

に多く挙がりました。そして、

「すべての人に健康と福祉を」

（32.6％）、「住み続けられるま

ちづくりを」（34.8％)、「つくる

責任つかう責任」（29.1％）、「エ

ネルギーをみんなに、そしてク

リーンに」（28.3％）、「ジェンダ

ー平等を実現しよう」（20.9％）

などが続いています。 
※株式会社ディスコ「就活生の企業選

びとＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に

関する調査結果」PDF〔調査対象：2022

年３月卒業予定の大学４年生（理系は大

学院修士課程２年生含む） 

 

 

11 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 
 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴

収税額の納付［郵便局または

銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得

届の提出＜前月以降に採用

した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

15 日 

○ 所得税の予定納税額の減額

承認申請書（10 月 31 日の

現況）の提出［税務署］ 

 

 

30 日 

○ 個人事業税の納付＜第２期

分＞［郵便局または銀行］ 

○ 所得税の予定納税額の納付

＜第２期分＞［郵便局または

銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書

の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納

付計器使用状況報告書の提

出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用

保険の被保険者でない場合）

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

ロナ禍における様々な影響は当

然無視できないところですの

で、今後どのような傾向となる

かは引き続き注視する必要があ

ります。 

 

◆改めて労働時間管理の確認

を 
 厚生労働省は、あわせて「賃金

不払残業の解消のための取組事

例」についても紹介しています。

そこでは企業が実施した解消策

として、①代表取締役等からの

賃金不払残業解消に関するメッ

セージ（労働時間の正しい記録、

未払賃金の申告）の発信、②管理

職に対する研修会の実施、③定

期的な実態調査等が挙げられて

います。 

厚生労働省では、引き続き賃金

不払残業の解消に向け、監督指

導を徹底していくとしていま

す。企業においても改めて適切

な労働時間管理方法や自社の現

況については確認したいところ

です。 
【厚生労働省「監督指導による賃金不払

残業の是正結果（令和２年度）」】 

 

 

コミュニケーションと職場

環境が新入社員のやりがい

意識に大きく影響  

～マイナビ Biz の調査結果

から 
 

◆コロナ禍で新入社員の「や

りがい」意識は低下 

 マイナビが９月 30 日に発表

した、2018 年～2021 年度入

社のビジネスパーソンを対象に

した「新入社員のエンゲージメ

ントと職場環境に関する調査」

の結果によると、新入社員が仕

事の「やりがい」を「感じてい

る」と答えたのは 2020 年度入

社が 70.8％で、新型コロナウイ

ルス感染拡大前の 2019 年度

入社（76.4％）より 5.6 ポイン

ト減少していることがわかりま

した。企業側の新入社員の受け

入れ態勢が十分に整っていなか

ったことが、仕事へのやりがい

に影響したと考えられるとして

います。 

 

◆先輩社員とのコミュニケー

ション、職場環境が「仕事のや

りがい」や「会社への好感度」

に影響 

 コミュニケーション頻度と仕

事のやりがいの影響度・好感度

では、「やりがいを感じる」人ほ

ど、上司や先輩社員とのコミュ

ニ ケ ー シ ョ ン が 「 あ っ た

（71.4％）」と回答した割合が

高く、「やりがいを感じない」人

はコミュニケーションが「なか

った（77.2％）」という回答が多

い結果となりました。会社・部

署への好感度も、コミュニケー

ションの頻度が高いほど高く、

令和２年度 監督指導によ

る賃金不払残業の是正結

果から 
 

◆支払われた割増賃金の平均

額 １企業当たり 658 万円 

 厚生労働省は、「監督指導によ

る賃金不払残業の是正結果（令

和２年度）」として、労働基準監

督署が監督指導を行い、令和２

年度（令和２年４月から令和３

年３月まで）に不払いとなって

いた割増賃金が支払われたもの

で、支払額が１企業当たり合計

100 万円以上である事案を取

りまとめて公表しました。 

 これによれば、是正企業数

1,062 企業（前年度比 549 企

業の減）、対象労働者数は６万

5,395 人（同１万 3,322 人の

減）で、支払われた割増賃金の

平均額は１企業当たり 658 万

円、労働者１人当たり 11 万円

にのぼりました。 

 

◆割増賃金合計額は前年度比

28 億 5,454 万円減 

 業種別の企業数で比較する

と 、 製 造 業 が 215 企 業

（20.2％）、商業が 190 企業

（17.9％）、保健衛生業が 125

企業（11.8％）と上位を占めて

います。支払われた割増賃金合

計額 は 69億 8,614万円で前

年度比 28 億 5,454 万円の減

と大幅に減少していますが、コ
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